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Ｉ 問題の所在
労働党 (Labour Party) の論客としてつとに知られるトウニイ (Richard Henry Tawney, 1880－
1962) にとって､ 20世紀に至ってもなお依然として階級的に強固に区分されたままの教育制度の改革は､
イギリス社会を民主化するうえで取り組まれるべきもっとも重要な課題のひとつであった｡ 彼は､ 労働
党が掲げるべきイギリスにおける国民教育政策について次のように言っている｡
｢教育的に健全でもあり､ 民主主義社会にも適合した唯一の政策は､ 初等教育 (primary educa-
tion) と中等教育 (secondary education) とが単一にして継続的な過程において､ ふたつの階梯
として組織されているものであると言うことを確信している(１)｡｣
｢教育を､ 従来解釈されまた構成されてきたように 『初等』 と 『中等』 に区分することは､ 不健
全であり､ かつまた社会的に不快なことである(２)｡｣
｢(初等教育と中等教育の－引用者補) 両者のあいだには､ まだ依然として活力ある有機的な連
関が存在していない｡ その両者は元来そのままであり､ ふたつの分裂した体系であり､ その両者を
統一しようとする教育的熟慮は､ 両者を別々にし続けている社会的伝統や階級組織－イギリスの教
育の宿命的遺産である－を克服するほどには十分深まってはいない(３)｡｣
実際､ イギリス労働者階級はいわゆるフォスター法として知られる1870年初等教育法 (An Act to
provide for Public Elementary Education in England and Wales) の成立以来､ ポスト・エレメンタ
リーの教育を自らの権利であるとしてその獲得を一貫して目指してきたのであった｡ ロンドンをはじめ
とする幾多の学校委員会 (school board) における高等小学校 (higher grade school) の設立・運営
に向けたさまざまな創造的試みは､ そうした労働者の教育的要求の高まりをなによりも象徴するものと
して､ イギリス教育史家が指摘している通りである(４)｡
イギリスにおける複線型教育制度がはらむ非民主的性質に対するトウニイの鋭い批判は､ もちろん上
に見た論及のみにとどまるものではない｡ 彼は､ さらにまた次のようにも述べている｡
｢人文教育 (humane education) を階級によって差別することは､ これまでその教育を管理し
てきた人々の単なる知的な誤りよりも悪いことだと思われる｡ それは､ 頭の混乱と言うよりもむし
ろ､ 精神の劣等さを示す大きな誤りの一つであるように思われる(５)｡｣
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階級的複線型教育制度に対するこうした彼の一貫した批判の背景には､ 強固な階級社会としてのイギ
リスの民主化と教育制度のそれとが密接不可分の関係にあるとの認識が存在していたのであった｡ 第一
次世界大戦後､ トウニイが労働党教育諮問委員会 (The Education Advisory Committee of the
Labour Party) の求めに応じて起草した教育改革の指針たる ｢中等教育をすべてのものに｣ (Sec-
ondary Education for All: A Policy for Labour, 1922.) は､ 19世紀末葉以来初等学校 (elementary
school(６)) の延長的性格を担ってきたイギリスにおけるさまざまな教育機関をすべて普遍的にしてかつ
無償であることを基本原則とする中等教育機関として統一し､ 初等学校と中等学校がひとつの教育体系
をなす国民教育制度として樹立されるべきことを委曲を尽くして主張するものであった｡ そしてまたト
ウニイは､ このような国民教育制度構想が実現した暁には ｢初等｣ (elementary) 教育および ｢中等｣
(secondary) 教育と言う､ これら社会的階級区分に対応した形で存在してきた旧概念が消滅し､ ｢ふた
つの階梯をもった単線型(７)(single system)｣ の教育制度がイギリスに出現するであろうとしたのであっ
た｡
イギリス国民教育制度の改革にかかわるこうしたトウニイの一貫した主張こそが､ 彼自らもその委員
をつとめたハドウ委員会 (The Consultative Committee, under the Chairmanship of Sir W. H.
Hadow) において初等教育と中等教育とがひとつの継続的段階として把握されるべきであるとの精
神(８)に立脚した ｢青年期の教育｣ (The Education of the Adolescent－Report of the Consultative Com-
mittee, 1926.) と題する ｢報告書｣ をもたらすうえで大きな役割を果たしたことは遍く指摘されている
ところである｡ そのような意味からすれば､ われわれはイギリス教育史上長く特権的位置を占めてきた
中等教育機関をすべての子どもに開放する道は､ まさにこのトウニイの主張によってその実質的端緒が
開かれたと言うことができるであろう｡
かかるトウニイの主張を､ それが産業革命期以来のイギリス労働者階級における教育運動の発展との
かかわりにおいてとらえるならば､ つとに知られている経済史家として幾多の注目すべき業績を挙げた
ことともあわせて､ その彼に対してたとえば ｢20世紀最大の教育者にして学者(９)｣ であったとの常識
的とも言うべき評価が与えられていることは極めて当然であろう｡ しかしわれわれは､ 彼に対する評価
がそのようなレベルにのみとどまるならば､ それは必ずしもイギリス教育史上における彼の本質的位置
を明確にするものとは言いがたいといわねばならぬであろう｡ 教育思想家としてのトウニイの本質に迫
るうえで重要なことは､ 彼が次のように評価されていることに注目することであろう｡
｢(トウニイ) 教授は､ 1922年の労働党教育政策の立案起草いらい､ 第二次世界大戦後にいたる
まで､ 進歩的な教育改革計画および運動に､ ずっと指導的な地位をしめてきたすぐれた人格 (者)
であった(10)｡ (括弧内引用者補)｣
｢労働者であり続ける人々にあっても､ 能う限りの大学教育(11)｣ が得られるべきであるとの立場か
ら､ いわゆる成人教育の充実を図るべく労働者教育協会 (The Worker's Educational Association,
1903年創立､ 以下､ これを WEA と略す) の活動に奔走し､ 労働者大衆における教育・学習の機会の
拡充を求めて生涯にわたりその活動に携わったトウニイのイギリス教育史上に占めるかかる重要な位置
についてわれわれが異議を挟み得る余地はもちろんない｡
しかしまた同時に､ ここで見逃し得ないのは､ イギリス教育史研究に画期をなしたサイモン (B.
Simon, 1915～2002) がトウニイの中等教育改革に関する主張について次のように指摘していることで
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あろう｡ すなわちサイモンは､ 彼の両親が生涯にわたって親交を結び､ とくに教育活動においては母親
(D. Shena Simon) との緊密なパートナーシップを保った(12)まさにそのトウニイの中等教育構想につ
いて､ 次のように厳しく批判しているのである｡
｢労働党のためにトウニイによって提出された､ 多様な必要 (different needs) に応ずるための
多様な類型の中等学校 (different types of secondary school) についての要求は､ 労働派の戦後
教育政策のアキレス腱であることは明らかであった｡ ……つまりそれは､ 教育の機会均等をめざす
運動の唯一の道は共通の学校 (common school) ですべてのものに中等教育を提供することであ
るという方向からの明らかな後退であった(13)｡｣
サイモンは､ トウニイが労働者の切実な要求である ｢中等教育をすべてのものに｣ の主張のなかで明
らかにした中等教育制度の改革にかかわる具体的構想が､ 実際には多様なタイプの中等学校をそのうち
に含むことをその本質としていたのであって､ 結局そうした構想が1938年のスペンズ委員会報告書
(Report of the Consultative Committee of the Board of Education on Secondary Education with
Special Reference to Grammar Schools and Technical High Schools) における勧告を経て第二次大
戦後のイギリス中等教育制度改革を特徴づけるに至った中等教育機関のいわゆる三分類制 (tripartite
system) の確立に道を開くに至ったことに注意すべきであると指摘したのである｡
教育思想家トウニイの本質にかかわるこうした指摘は､ ひとりサイモンのみによるにとどまらない｡
わが国においてもまた､ 労働党における中等教育政策の策定過程を詳細にたどるなかで中等学校の多様
化をその本質とする構想を具体化するうえで果たしたトウニイの役割に注意すべきことが指摘されてい
るのである(14)｡
実際､ トウニイが ｢中等学校間の多様性は､ 教育にとって大きければ大きいほど良い(15)｣ とし､ ｢す
べての通常の子どもは､ イレブン・プラスのときに初等学校からあれこれのタイプの中等学校に進学す
べきである(16)｣ と述べていることを確認するとき､ そうしたサイモンらの指摘をネグレクトしたまま
にしてトウニイの教育思想の本質を究明することは困難であろう｡ さらにまた､ トウニイの言う ｢多様
性｣ の意味内容についてはあらためて吟味を要するにしても､ 第二次大戦後のイギリスにおける子ども
が知能テストを中心とするいわゆるイレブン・プラス試験の成績によって多様な中等学校に振り分けら
れることによって自らの将来がほとんど決定づけられる不安の下におかれてきた事実(17)に鑑みるとき､
上のようなサイモンの指摘は教育思想家トウニイの本質的究明にかかわっていっそう重要な意味を有す
るものと言わねばならぬであろう｡
しかし､ 上に見たトウニイにおける中等教育の ｢多様化｣ にかかわる主張のみを部分的に取り出し､
これをもって彼の中等教育にかかわる主張の全体であるとしてそこに教育思想家としての彼の根本的限
界を求めようとすることについては､ われわれはどこまでも慎重でなければならぬであろう｡ 重要なこ
とは､ トウニイにおける中等教育の ｢多様化｣ の主張をイギリス国民教育制度全体の民主化を追求した
彼の教育思想全体のなかに位置づけることを通じて､ その意味を正確に把握することであろう｡
われわれは､ このことを通じて教育家思想家トウニイの本質をいそう正確に明らかにするための一つ
の有力な手がかりを得るであろう｡ そのことはまた､ ｢教育の機会均等｣ の精神 (日本国憲法第26条､
教育基本法 (いわゆる旧法) 第３条) の実現を目指したわが国第二次大戦後の教育改革の理念とは ｢形
式的平等｣ に拘泥したものであるとしてこれをしりぞけ､ 来るべき21世紀日本の教育は ｢実質的平
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等(18)｣ の教育への転換が図られるべきことが強く打ち出されようとしているこんにちの教育改革のあ
り方を考えるうえで､ 特に重要な意味を持ち得るであろう｡
 トウニイにおける教育思想生成の背景
サンスクリットの学者にしてインド州立大学長を父としてインドのカルカッタに生れたリチャード・
ヘンリー・トウニイは､ ラグビー・スクール (Rugby School) を経て､ オクスフォードのベイリオル・
カレッジ (Bailliol College) に進学した(19)｡ このカレッジで若きトウニイが主として取り組んだもの
は､ 古典を中心とする人文的教養の獲得であった｡ しかし､ 経済史研究における数多くの注目すべき業
績はもちろん､ イギリス労働者階級の自己教育運動(20)の伝統を引き継ぐ成人教育活動に凝縮された労
働党論客としてのトウニイにおける多面的な社会活動を準備したものは､ コール (G. D. H. Cole, 1889－
1954) ､ トインビー (A. Toynbee, 1852－1883) ､ さらにはまたウエッブ (S. J. Webb, 1859－1947)
ら当時のイギリ思想界をリードしつつあった人々の学的業績に接し得たオクスフォード時代の学生生活
であったことはあまりにも有名である｡
国教派クリスチャンとして現実社会におけるキリスト教精神の具現を切望したトウニイは､ 彼が生れ
てほどない1884年に創設され､ その影響力を拡充しつつあったフェビアン協会 (The Fabian Society)
の唱える資本主義批判の精神に強く動かされたのであった｡ ｢神の法は最低のものから中間のものを通っ
て最高のものに到らなければならない(21)｣ とする彼にとって､ その ｢最高のもの｣ が意味するところ
のものとは､ ｢すべての人々が平等であること(22)｣ にほかならなかった｡ すなわち彼にあっては､ ｢キ
リスト教が真面目に考えられる限り､ 少数者の恣意的な権力と多数者の奴隷化を共に否定される(23)｣
社会が理想的なものとして構想されたのである｡ そのような彼にとって､ 社会制度や経済活動や産業組
織は ｢人間の衝動を満足させるためのものではなく､ 人類が完成に向かう過程の段階(24)｣ として位置
づけられるに過ぎず､ 高度に倫理的な社会の実現こそが究極的に目指されるべきものなのであった｡
トウニイがかかる思想を確実に育んでいったことからすれば､ 青年期の彼が保守的なオクスフォード
にあったにもかかわらず､ 労働者の窮状に深い同情を寄せるとともに､ 彼における理想を実現する道を
探求しようとしたのは至極当然であったと言ってよい｡ この青年トウニイは､ ロンドンの貧民窟として
知られるイースト・エンドにイギリス最初のセツルメントとして設立されたトインビー・ホール
(Toynbee Hall) の活動に加わるとともに､ グラスゴウ大学の助手に就任したまさにその年 (1906年)
には､ 労働党への入党をも果たしたのである｡
しかしわれわれは､ そうしたトウニイの社会的活動の背景には､ 青年期の彼がヴィクトリア期産業資
本主義が生み出した社会的腐敗を激しく批判したラスキン (J. Ruskin, 1819－1900) およびその彼を
師としつつも､ さらに高度の芸術至上主義へと思想的発展をとげたモリス (W. Morris, 1834－1896(25))
らの作品のうちに秘められた社会主義的な思想に傾倒していたことをも見逃してはならないであろう｡
グラスゴウ大学の助手就任後の大学人としての彼は､ オクスフォード大学講師､ ロンドン・スクール・
オブ・エコノミクス講師､ そして同教授を歴任して1949年に退任するという道を歩んだのであった｡ そ
の間､ 第一次世界大戦に下士官として参加して重傷を負うも､ 『16世紀の農業問題』 (The Agrarian
Problems in the Sixteenth Century, 1912.)､ 『獲得社会』 (The Acquitive Society, 1921.)､ 『宗教と資
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本主義の興隆』 (Religion and the Rise of Capitalism, 1926.)､ 『平等』 (Equality, 1931.) など､ 幾多
の注目すべき業績を挙げるとともに､ 経済史学会会長に就任してイギリスにおける経済史研究の発展に
尽力したのであった｡
トウニイは､ こうして大学人としての重要な業績を積み重ねる一方､ それに勝るとも劣らぬエネルギー
をイギリス労働者の成人教育活動に注ぎ､ その活動は最晩年にいたるまでいささかも衰えることはなかっ
た｡ すなわち彼は､ グラスゴウ大学の助手に就任するや､ マンスブリッジ (Albert Mansbridge, 1876－
1952) が中心となって創設した労働者教育協会のクラス・テューターをつとめるとともに､ 42年間の長
きにわたってその執行委員として活動し､ 1928年から1944年にかけては同協会の会長をもつとめ､ イギ
リス労働者教育の発展に尽力したのである｡
 教育思想家としてのトウニイ
イギリスにおける特権的教育制度の存在は強固な階級社会の ｢宿命｣ であるとしてこれが克服される
べき重要課題であることを徹頭徹尾主張し､ その民主的転換の必要性を一貫して訴え続けた教育思想家
としてのトウニイのエネルギッシュな活動の意味が､ すでに上に述べた彼の基本思想とのかかわりのな
かで理解されるべきは当然である｡ しかしそれと同時に彼の教育的理想の展開をあとづけ､ これを本質
的に把握するうえで見逃しえないものは､ そうした彼の教育的主張の展開の起点をなしたところの､ 彼
自らその教育を体験したすぐれて特権的な教育機関たるパブリック・スクールにおける閉鎖的な学校生
活に対する鋭い批判であろう｡
彼は言う､ ｢パブリック・スクールは､ 若い世代を厳しい隔絶した教育制度に従わせる｣ ものであり､
かつまたそれは ｢国民の奉仕者ではなく､ 国民の一部の少数の階層の奉仕者である｣ と(26)｡ イギリス
階級社会に君臨するパブリック・スクールに対するトウニイのかかる厳しい批判の根底には､ ｢民主政
治と言う複雑な仕事は……高度の協力能力を必要とする｡ ……そのような理解は共通の教育を背景とし
て育てられる(27)｣ という主張に見られるところの､ 民主主義社会とその教育の本質的在り方に関する
彼の確かな認識が存在していたのである｡
しかしわれわれはまた同時に､ そうした批判とともに人間形成のあり方にかかわる彼の次のようなす
ぐれた指摘にも注目すべきであろう｡ すなわち彼は､ ｢子どもたちは､ 最もすぐれた教師からよりもお
互いからのほうが多くのことを学んでいる(28)｣ と述べるとともに､ 学校は ｢特定の階級や職業人のみ
が有する能力ではなく､ すべての人が人間として有する能力を発達させるために､ 維持されるものであ
る(29)｣ と述べているのである｡
これに明らかなように､ 彼は人間の発達とこれにかかわる教育の問題が人間を普遍的視点の下に捉え
て探究されるべきであるという教育の本質に鋭く迫る見識を示していたのであった｡ こうしたトウニイ
の教育的認識こそが､ 中等教育はもちろん高等教育にいたるまでもがイギリスすべての国民に自らの権
利として保障されるべきであるとの主張を生み出し､ 後年のトウニイにおける成人教育活動はもちろん､
イギリス教育制度の民主化を求める活動に邁進する原動力をなしていたのである｡
大学人としてのトウニイが単に経済学徒として書斎にのみ閉じこもることなく､ WEA の執行委員と
してまたその会長としてその生涯を成人教育活動にささげたのは､ すでに見たようにキリスト教倫理よ
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りする彼における人間の平等観が潜んでいたからであった｡ ｢社会は一つであるがゆえに､ すべての人
に高等教育が必要とされる(30)｣ との彼の言葉は､ そうした彼の思想を端的に示すものと言ってよいで
あろう｡
かかる見地よりすれば､ ｢初等学校の教育においては､ すべての子どもに一人ひとり注意が払われ
る(31)｣ べきことはもちろん､ ｢労働者であり続ける人々にも能う限りの大学教育(32)｣ が保障されるべき
であるという彼の根本的主張に基づくエネルギッシュな成人活動もまたきわめて当然のこととして理解
され得るであろう｡
彼にあっては､ ｢大学テューター・クラスは､ 大学教育の代替物､ すなわち〈大学に行く〉ことので
きない人々のための応急策ではない｡ ましてやそれは大学教育のための単なる準備でもない｡ それはそ
れ自体大学教育である｣ がゆえに､ ｢それ (大学テューター・クラス－引用者補) を発展させることが
大学のもっとも重要な機能のひとつとなるような方法で進められる｣ ことが必要不可欠なのであっ
た(33)｡ WEA 50周年記念に際してトウニイが次のように述べたことは､ そうした彼の根本認識を明快に
示していると言ってよいであろう｡
｢WEA は､ ……労働者階級の運動を全体として覚醒し､ 彼らの若いメンバーの間に成人教育を
促進することと､ それに劣らず重要なこととして公教育の改善がこの運動の掲げる目的にとってき
わめて重要であることをいっそう鋭く意識させることを追求したのである(34)｡｣
経済学徒として学究に勤しむ一方､ イギリス労働者の成人教育活動の充実・発展に向けたトウニイの
限りなき努力は､ まさに上のような教育的理想に基づいていたのである｡ しかしそうした理想に基づく
彼の活動をさらにいっそう強固なものとしたのは､ 成人教育活動における自らの実践を通じて実際に確
かめることのできた労働者における旺盛な学習意欲と､ それに基づく実りある学習の成果であった｡ 彼
は言う､ ｢大学テューター・クラスが､ 労働者のあいだに高等人文教育への広範な要求があることを示
しているとすれば､ 極めて高水準の学習に到達するための最適の機会を必要とする多くの労働者がいる
ことを示している(35)｣ と｡
すなわちトウニイは､ 労働者教育にかかわる自己の誠実な実践を通じて彼らのうちに確実に潜んでい
る陶冶性を見出し得たのである｡ かかる意味よりすれば､ いわゆるポスト・エレメンタリ－の教育制度
における民主化を訴えた労働党が､ すでに1912年以来､ 政府教育院諮問委員会 (Consultative Commit-
tee of the Board of Education) 委員をつとめ､ 労働者大衆における確かな陶冶性を認識して彼らの教
育可能性を力説し続けてきたトウニイに対して､ 民主主義の原則に則った中等教育政策の立案を依頼し
たことはきわめて当然である｡
確かに､ 第一次世界大戦終結直前に成立を見たいわゆるフィッシャー教育法 (The Education Act of
1918.) は､ 義務就学年齢の14歳までへの引き上げおよび公立初等学校の授業料の廃止など､ イギリス
における初等教育の飛躍的拡充に道を開くものとして画期的意義を有するものであった(36)｡ しかし､
すでに19世紀末葉以来の国民広範な要求である中等教育に関しては､ その定員のうちわずかな員数のみ
を授業料免除とするいわゆる ｢無償席｣ (free places) 制度の存続を従来どおり図ったにすぎなかった｡
トウニイが労働党教育諮問委員会の求めに応じて起草した ｢中等教育をすべてのものに｣ とのタイトル
に象徴されたイギリス労働者の教育的要求は､ まさにそうしたフィッシャー教育法の限界を乗り越えよ
うとするものであり､ 第一次大戦後のヨーロッパ諸国において広範に展開されるにいたったところのい
立正大学心理学部研究紀要 Vol. 6 (2008)
― 6 ―
わゆる統一学校運動の一翼を担うこととなったのである(37)｡
トウニイが中等教育制度の改革を求めて示した基本方針は､ 彼の次のような主張のなかに明確に示さ
れている｡
｢労働党は､ 教育的に健全でもあり民主主義社会においても適合した唯一の政策は､ 初等教育と
中等教育が単一かつ継続的過程において二つの階梯として組織されているものであるということを
確信している｡ すなわち､ 中等教育とは青年期の教育であり､ 初等教育とはそこに至る準備の教育
である(38)｡｣
彼は､ 階級に即応した複線型教育制度は ｢イギリスにおける教育の宿命的遺産｣ であるとしてこれを
厳しく批判し､ 中等学校を特権的性格を有する教育機関から ｢無償かつ普遍的な｣ それへと転換するこ
とによって基本的に単線型の国民教育制度を樹立すべきことを主張したのである｡ そうして彼は､ その
制度が確立した暁には1870年教育法がその区分を厳格にしたところの ｢初等｣ (primary) 教育および
｢中等｣ (secondary) 教育という旧概念が消滅するとしたのである｡
われわれは､ トウニイのこのような主張こそが彼自らもその委員をつとめたハドウ委員会の ｢報告書｣
(1926年) のなかに結実したと見ることができるのである｡ すなわち同委員会は､ 教育院諮問委員会に
対して ｢第二段階 (としての中等学校－引用者補) は……一般的には青年期の段階に入り通過する子ど
もの要求に応えるという共通の目的で統一される一つの統一体である(39)｣ としたのである｡ すべての
子どもにポスト・エレメンタリーとしての中等教育を開放する道を切り開く重要な一歩がこうしてしる
されることになったのである｡
 中等教育をすべてのものに
中等教育制度構想にかかわるトウニイの提言は､ 以上述べてきた意味においてイギリス中等教育政策
の民主化を進めるうえで極めて大きな足跡をしるしたと言ってよい｡ しかし､ すでに指摘されているよ
うに､ 彼の言うところの ｢普遍的中等教育｣ (universal secondary education) の概念が､ その内実と
くに彼が提唱しているとされているその ｢多様性｣ にかかわっていまひとつその内容において明確さを
欠くことを否定し得ぬと言わねばならない｡
確かにトウニイは､ ｢彼らを試験によって分類することは子どもが年少であればあるほど危険であり､
信頼がおけぬものである(40)｣ と述べていることに見られるように､ 中等教育段階における子どもの早
期選別について懐疑的であると言うよりもむしろこれに対して否定的立場を取っていたと言ったほうが
いっそう正確であろう｡ 実際彼は､ ｢すべての教育専門家は､ 11歳か12歳で子どもを分類することは､
子どもたちが幼ければ幼いほど､ 分類はそれだけ誤って受取られがちであるがゆえに､ せいぜいが一時
的なものである……と言うことで意見が一致している(41)｣ と述べ､ 教育学や心理学の研究成果を援用
しつつ教育における早期選別に反対する自己の立場を鮮明にしているのである｡
しかしわれわれは､ 彼がまたその一方において､ 次のように述べることによって中等教育における多
様化の必然性を示唆していることにも注意しなければならぬであろう｡
｢中等学校間の多様性は､ 教育にとって大きければ大きいほどよい｡ 中等学校には､ 望まれるの
であればその生徒の在学期間において､ そしてそれゆえ彼らに与えられる課程の性質において､ あ
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るものは16歳で離学し､ またあるものは17歳あるいは18歳まで在学するような相違が今日ほどでは
ないにしても､ 当然のことながら存続するであろう(42)｡｣
トウニイによる上のような主張は､ 確かにＢ.サイモンにおける先の指摘に見られるように､ 『ハドウ
報告書』 を経て 『スペンズ報告書』 (Report of the Consultative Committee on Secondary Education
with Special Reference to Grammar Schools and Technical High Schools, 1938.) の勧告をもって確
立したイギリス中等教育のいわゆる三分類制度の樹立に道を開くものであったとも見得るであろう｡ し
たがってそのような意味からすれば､ 彼が ｢十分な一般教育がないままに12歳ないし13歳で特殊化が有
効にはじめられるという誤れる観念(43)｣ を厳しく批判してこれを退けつつも､ 中等教育の多様性を示
唆するかのごとき主張をしていることは､ イギリス国民教育制度の民主化を強く訴えた教育思想家とし
てのトウニイにおける重大な限界を示していると言い得るもののようである｡ しかしこの問題について
はわれわれはなお､ 第二次世界大戦後に確立するにいたったイレブン・プラス試験制度に連なる ｢無償
席｣ について､ 彼が次のように述べていることに十分注意しなければならぬであろう｡
｢無償席が単に少数の子どもにだけ認められる限り､ その無償席に受け入れられるものとそうで
ないものとを選別するための競争試験を用いることは必要でありつづけるであろう｡ ……それがい
かに巧みに用いられたとしても､ また一度入学を認められなかった子どもにたいして後に入学可能
にする条件を付加しようとも､ 11歳時に行われる競争試験によって子どもの教育的将来を決定する
ことは……満足すべき手順ではない(44)｡｣
子どもを発達的見地より捉えることを以てするトウニイの競争的選抜に対する批判は一貫するもので
あって､ 彼はまた､ 次のようにも述べているのである｡
｢われわれは､ 19世紀後半を支配した競争試験による選抜というドグマにいぜんとしてなすがま
まにされている｡ ……しかし､ 初等学校に入るものを選抜によって決定しようとは誰も考えていな
い｡ むしろ逆に､ 初等教育は良き市民にとって不可欠であるという理由ですべての人に与えられて
いるのである｡ これと同様､ 奨学金制度による選抜制度と並んで､ 完全ではないにしてもすべての
人を対象とした高等教育制度があるべきである｡ それは､ この制度を利用しようと思う人なら誰で
も利用できるものであり､ そして知識を持った人がひとつの地位から別の地位へ上がることのため
にではなく､ すべての人間がその能力を発達させるためである｡ それは特定の階級や職業の人のみ
にではなくして､ すべての人間に備わっているからである(45)｡｣
トウニイは､ 第二次大戦のさなか､ 全国教員組合 (Nationl Union of Teachers) や WEA などが教
育の機会均等を求めて1942年に協同して結成した教育前進会議 (Council for Educational Advances)
の議長を努めて(46)活動したことにもみられるように､ 教育におけるすべての子どもの権利の平等とそ
の確立を一貫して訴え続けていたのであった｡ したがってそのトウニイが､ 選抜を子どもの権利の剥奪
に連なる手段として用いることについて､ 断固反対の立場をとったことは明らかであろう｡
すでに述べたように､ トウニイはすべての人間は教育を通じてその能力を開花させうることを確信し
ていたのであった｡ 彼は､ ｢大衆の子どもを､ 富めるものよりも大脳の渦巻きが類人猿のように少ない
かのように考え､ 彼らに必要な教育は〈初等教育 (elementary education)〉であるという臆説は傲慢
である(47)｣ と厳しく論じ､ 当時の支配階級がなお固執した労働者階級の知的能力劣等説を種々の調査
統計結果をも引き合いにしつつこれに反論を加え､ 教育こそが彼らの有する陶冶性を現実のものとする
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うえでもっとも有効な手段であることを説得的に論じたのである｡
彼の主張すなわち､ ｢11歳以後が初等学校課程の最終であるべきではなく､ 人生におけると同様､ 教
育における新たな出発として特徴づけられる時期であるべきである｡ ……したがって一般教育は16歳ま
で継続されるべきであり､ 子どもたちは専門化されるべきではないし､ ましてやそれ以前に就労するこ
とが促されるべきではない(48)｣ というのがその基本であるとすれば､ それはまさに上に見てきた意味
の下に理解され得るのである｡
そうだとすれば､ ｢すべての通常の子どもは､ イレブン・プラスのときに初等学校からあれこれのタ
イプの中等学校 (one type or other secondary school) に進学すべきである(49)｣ と言う､ 中等教育制
度の多様化を示唆すると一般に指摘される彼の主張を､ それが単に子どもを過酷な選別試験体制の下に
組み込んで､ 彼らを早期に運命づける手段としてこれを積極的に位置づけようとしたことを意味すると
はにわかに断じ難いと言わねばならぬであろう｡ そのことは､ 例えば彼が ｢学校の定員が不足するかぎ
り､ 中等学校への入学のための競争は不可避であるが､ 試験は学校の記録や教師の報告書の利用に対す
る補助的､ 副次的なものにとどめるべきである(50)｣ と述べていることひとつをとって見ても明らかで
あろう｡
すなわち彼は､ 競争試験が選別的性格を備えることについて極めて否定的であり､ 中等教育制度の改
革を通じて試験そのものの性格が位置づけなおされるべきとの立場を明確にとっていたと見得るのであ
る｡ したがってトウニイにおける中等教育制度の多様化を示唆する主張を､ たとえばそれが社会的階級
区分との対応関係でなされたもの､ あるいはまた子どもの能力をスタティックに捉え､ 一時期の発達の
姿を以てその子どもの将来の本質と見なすことをよしとしていたとすることは､ 極めて困難であると言
わねばならない｡
教育思想家トウニイの本質を捉えるうえで重要なことは､ むしろ彼がその多様化を示唆した中等教育
の意味内容であろう｡ 彼が､ ｢中等教育をすべてのものに｣ を主張するなかで､ ｢すべての子どもの能力
が､ その真の価値にまでなることを確実に保障されねばならぬ(51)｣ と言う 『ザ・タイムズ・教育版』
(1921年11月９日) の主張を取り出してこれに全面的賛意を表したことに見られるように､ 労働者大衆
子弟の陶冶性を確信したトウニイが､ 多様な中等教育機関を通じて彼らの青年期における普通教育に接
近する権利の保障を訴えたのは､ ほかでもなく彼らがそれらの中等教育機関における学習を通じてさら
に豊かな自己教育を進め得ることをも確信していたからである｡
そのことは､ 彼が ｢(初等学校から中等学校への－引用者補) 進学は､ 通常11歳および12歳でおこな
われるべきであるが､〈発達の遅い子ども〉が14歳までに中等学校に進学できる方策が存在すべきであ
る(52)｣ と述べていることからも裏づけられていると言ってよい｡ トウニイにおいてそうしたいわゆる
学習遅進児の教育的保障をも内に含んで ｢あれこれのタイプの中等学校｣ を準備することが構想されて
いたとすれば､ 彼の言うところの中等教育における多様性が子どもの切り捨てに連なる選別思想から限
りなく離れた､ 否むしろそれを断固拒否したものとして構想されていることが明らかであろう｡
トウニイにおけるこのような立場は､ 彼の中等学校教師論によっていっそう確かめられるといわねば
ならない｡ すなわち､ ｢彼にあっては教育の自立の思想を根底にして教育的世界における教師の実践に
対して限りなき信頼が寄せられているとともに､ その活動の本質はいかなる教育機関にあっても普遍性
を有することが力説されていた｣ のである｡ 換言すれば､ トウニイにあっては､ 中等教育にかかわるい
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ずれの学校に ｢属する教師の実践にあってもそれが教育の自立と創造性に根ざす限りそこには何らの本
質的相違が認められるものではない｣ という根本認識が据えられていたのである(53)｡
まとめにかえて
｢イングランドにおける主要な教育運動はすべて社会運動でもあった(54)｣ とは､ WEA 50周年記念講
演におけるトウニイの言葉である｡ われわれはまたそれをトウニイに即して､ ｢彼における教育運動は
社会運動でありかつまた彼の社会運動は教育運動でもあった｣ と言い換えることができるであろう｡ す
なわちトウニイは､ イギリス公教育全体の民主化を通じて国民における能力の全面的開花を願うととも
に､ またそれを通じて社会の民主化が進められるものと考えていたのである｡ それは､ 人間の発達と社
会の民主的発展とがいわば相補的関係にあるという極めて重要な認識を示している点で人間存在の本質
に鋭く迫るものと見得るのである｡
そのような彼にとって､ イギリス社会において圧倒的多数を占めている労働者大衆の陶冶性を頑なに
認めようとせず､ 彼らの学習権の拡充を能う限り制限しようとする教育制度は､ 社会の民主的発展を阻
む元凶であった｡ したがってその民主的改革が最も重要にして不可欠の課題とされたとすれば､ 彼にお
ける ｢あれこれのタイプの中等学校｣ の構想が少なくとも第二次大戦後に確立を見たイレブン・プラス
試験に基づく三分類制のごとき子どもを苦しめ､ 彼らの運命を早期にほとんど決するための競争的選別
をその本質とする中等教育制度でなかったことは当然である(55)｡
すなわち､ 中等教育から排除されてきたすべての子どもに発達の権利を保障することを目指した彼か
らすれば､ その彼らを初等教育より連続する一体的性格を有する中等教育機関に収容して､ その教育の
充実を図ることが緊急にして不可欠なことなのであった｡ トウニイがその生涯にわたりエネルギーを注
いだ成人教育の実践もまた､ そうした彼の教育的理想のなかに位置づけられてはじめて理解され得るこ
とができるであろう｡
以上､ トウニイの中等教育制度構想の本質について述べてきたが､ トウニイのこのような構想が､ す
でに見た多くの研究者による指摘に示されているように､ 第二次大戦後に確立した三分類制中等教育制
度に連なるものとして重大な限界を示しているとすれば､ この問題をさらに吟味するうえで見逃し得な
いのは､ 彼が自らの構想を当時の ｢教育科学 (educational science) の進歩が提示できるもっとも好ま
しい状況の下(56)｣ で提起したことを彼自身繰り返し主張し､ 力説していることであろう｡ というのも､
われわれはそこにわが国の教育的現実とかかわって次のような重要な意味が含まれていると考えること
ができるからである｡
すなわちその一つは､ 彼がすでにその学問的地位を確固たるものとしている経済史家であるにもかか
わらず､ サイモンの指摘(57)を借りれば学問的に当時依然として未熟であった教育学の理論的成果に学
ばんとする謙虚な姿勢を明確に見て取ることができることである｡ かかるトウニイの態度は､ 優れた学
者としてあるいはまたいっそう根底的には敬虔なキリスト者としての彼からすれば当然といえばそれま
でのことであるかもしれない｡ しかしそのことは､ たとえば今日における ｢国民総教育評論家｣ とまで
揶揄されているように､ 子どもの権利の確立が正当なることを明らかにすべく苦闘した先人の理論や実
践､ さらにはまたこれを踏まえて教育的論理の構築に努めた業績に深く学ぶ姿勢から著しく離れた形で
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自己の経験や主観に基づく教育論の展開に終始し､ これをもって教育の本質であるとしたり､ あるいは
また教育とは子どもへの抑圧や策略にほかならぬなどとする議論がまかり通る現実を前にするとき､ 教
育学の成果を真摯にかつ積極的に学ぼうとするトウニイの誠実な学問的態度には際立つものがあるとい
わねばならないであろう｡
しかしまたそれは､ ただちにわれわれに次のような第二の意味について考えることを余儀なくさせる
のである｡ すなわちそれは､ そこで彼が立脚し､ その成果をこの上もなく尊重した当時の ｢教育科学｣
の具体的内容がわれわれにとって必ずしも明確ではないことを否定しえぬことである｡ 彼が労働者階級
の子どもの陶冶性を力説する際に専ら援用しているものは､ 心理学者 C. バートらの調査結果であった｡
したがってその限りにおいて､ そこでいわれているところの教育科学が心理学的に傾斜したものである
こと､ あるいはさらに言うならばトウニイがそれを教育科学とみなしていることを否定できない｡ 実際
当時のイギリスでは､ ミル (J. S. Mill, 1806－1873) を生涯の親友として敬愛した心理学者ベイン (A.
Bain, 1810－1903) の 『教育科学』 (Education as a Science, 1879(58)) が幾多の版を重ね､ 観念連合説
を人間の可塑性や完全性の論理として捉えなおして教育方法論を構成する試みが教育理論として力を得
ていたのであった(59)｡
第二次大戦後の三分類制の理論的根拠がバートらの心理学的調査結果に基づく理論に求められたとす
れば､ トウニイの構想はイギリスの子どもの発達に及ぼす著しい弊害が厳しく批判された三分類制中等
教育制度のそれに重ねあわされることによってその限界が指摘される有力な根拠となるであろうし､ サ
イモンが指摘したのはまさにこの点であったことはすでに述べた通りである｡ しかしここで重要なこと
は､ そうした表面上の連続性をその本質と見てその限界を指摘することではなくして､ トウニイが教育
科学の成果と見たバートの調査結果に基づく ｢教育科学｣ の成果を選別の論理とするよりはむしろあく
まで子どもの陶冶性のもとに解釈し､ 自己の主張の論理のなかに組み込みこれを発展的に位置づけよう
としたことを見逃してならぬであろう｡
さらにまた､ 教育学研究そのものの見地からすれば､ まさに知能遺伝説に傾斜したバートらの心理学
の理論を ｢教育科学｣ の成果と見なすことをトウニイに許したものが､ 教育科学の歴史的現実であった
ことを確認しておくことが重要であろう｡ というのも､ ｢教育における実質的平等｣ を確保するとの名
のもとに､ 初等教育から高等教育に至るまでその差別・選別体制をさらに徹底することがわが国の21世
紀を展望した教育改革の基本方針とされている今日､ 現実的課題を解決するにあたってトウニイが教育
学に寄せた信頼は､ 教育学研究における課題の所在をわれわれに明確に示していると思われるからであ
る｡
[注]
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なお､ 本書の発表・刊行年の特定にかかわる問題については､ 藤井泰 『イギリス中等教育制度史
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